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TheWheatReportの会計学研究における意義

SignificanceoftheWheatReportsinAccountingResearch

竹 森 一 正＊
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ABSTRACT

わが国の会計学の著作物および実務界では，アメリカで言われるgenerally

acceptedaccountingprinciplesを「一般に公正妥当と認められた会計原則」と解

説することが多い。しかし，generallyまたは「一般に」とは何かという検証はかつ

て行われていない。更に「公正妥当と認められた」ことは誰によって認められたのか

不明である。

アメリカではgenerallyacceptedaccountingprinciplesに準拠して会計実務を

行うことは常識化している。この文言と前述の邦文の記述は一致しない。米語では

generalは社会組織や社会制度において最高を示すために使用するのであり，一般や

普通の意味では使わない。財務会計基準審議会（以下，FASB）を始めとして会計に

関係する機関においてはgeneralはすべて最高の意味で用いており，せいぜい普遍的

や全体的である。一般人の感想に類するものは一切ない。この日米間の違いは 国際

的信用問題にもなりかねないものである。GAAPとFASBは書籍文献上で一対とし

て表現されることが多いので一方のFASBに着眼してその設立過程と，SECと

AICPAが取組んできた財務情報開示について検討した。

FASBとSEC＝AICPAをむすびつけるのは，元SECコミッショナー（以下，委員

とする）FrancisM.Wheatである。SEC内のホィート報告書の委員長である。注

意すべきなのは，WheatがSEC委員であった時のホィート報告書と，退官後に

AICPAから発表したホィート報告書との2つがあることである。わが国においてホィー

ト報告書とされているのは後者であるが，前者のホィート報告書も重要である。SEC

委員当時のホィート報告書から後者のホィート報告書（AICPA）が導かれたことは

わが国では知られていない。後者のホィート報告書からFASBが設立され，その運

営を補佐する財務会計財団と財務会計基準諮問委員会も発足した。

―51―

＊中部大学名誉教授－会計学

ChubuUniversity,ProfessorEmeritus－Accounting



このような過程を経てFASBが設立されたことはわが国ではほとんど知られてい

ない。また，わが国ではAICPAによる公表物を誤訳によって理解していた経過が固

定化しているためにFASBの真意も不十分にしか理解されていないこともある。主

要な部分についての誤訳を検証する必要がある。

1．会計学研究における一課題

� generallyacceptedの翻訳問題

わが国の経済界は，戦後経済体制の実施に伴う大幅な改革を経て現在に至っている。

その中でも証券取引制度には特に大きな変化があった。その進展過程での詳細を許容

すれば，証券民主化は証券取引法と企業会計原則という新しい法制概念によって開始

された。

1945（昭和20）年をわが国の新しい起点とすれば来る2015年は70周年を迎えるこ

とになり，創設当初の混乱の中で緻密な検討を省かれていたことがらについて検証を

することも課題となるであろう。その一つとして誤訳問題を提案したい。わが国の会

計学研究は欧米文献や資料を解釈し国内へ紹介するという形式をとることが多い。こ

の研究方法論をとる場合，研究の第1段階は英和・独和・仏和等の翻訳のプロセスを

経る。このプロセスは，翻訳が正確に行われることが前提であるから，誤訳があると，

内容の理解も伝達も不正確となり，原著者の意図とはかけ離れるという危惧がある。

そのうちの一つにgenerallyacceptedがある。これを「一般に公正妥当と認められ

た」と訳すか「最高としてのものとして認めた」と訳すかでは大きく異なってくる。

現在，監査報告書およびすべての会計学教科書では，「一般に公正妥当と認められた

会計原則」と記述している。公認会計士制度は戦後の経済秩序の中で大きな役割を果

たしたが，監査報告書の冒頭の文言が「generallyacceptedaccountingprinciples」

の訳であるとすれば国際的な信用問題も招きかねない�し，公認会計士の社会責任を

あいまいにしかねない表現となる。また，会計学の初学者がこの文言で教育されれば，

崇高な使命感を育てながらの学習や，社会貢献の一翼としての会計職業の意義を教育

されることなく，社会貢献への意欲を大きく損ねる。会計学の学習も単なる技術方法

論の習得で終わらせることになる。

わが国で初めてこの点を公式の場で指摘したのは日本会計研究学会第72回大会に

おける佐藤倫正（愛知学院大学教授）であり，戦後体制再検討の輝かしい第一歩とし

て評価される�。

� 米証券取引規制におけるSECとAICPA

アメリカにおいて株式投資に関係する2大機関は，米証券取引委員会（United
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StatesSecuritiesExchangeCommission，以下SEC）とアメリカ公認会計士協会

（AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants，以下AICPA）であり，

相互に協力および連携を図っている。SECが証券取引に関する行政機能を司り，

その一環として強制力ある財務報告開示のためのガイダンスを示し，AICPAが財務

報告の監査を行うことによって開示情報の品質保証を担当した。かつては，監査対象

である企業との間で生じた解釈の相違による混乱を避けるために協会内に会計原則審

議会 （Accounting PrinciplesBoard， 以下APB） を設置して会計研究公報

（AccountingResearchBulletin）によって会計手続を指導した。

SECは，連邦政府機関としての行政機能，AICPAは公認会計士による監査機能を

担当することによって財務報告制度を維持して，厳密な証券取引を規制して投資家を

守る協力関係を実現している。この背景の上でAPBを廃止し，両者の協力によって

第三機関としてのFASBによって各種会計手続きを提案するようにした。この背景

の中でFASBは，SEC＝AICPAの共通の問題認識と共有する利害関係の上で1973年

に創設された。その発端が1969年のホィート報告書であり，FASBの創設を設計図

のように企画提案したのが1972年のホィート報告書である。

2．ホィート報告書（SEC）による情報開示の提案

� SECホィート研究会とホィート報告書（SEC）

1967年にSEC内で，委員長HammerH.Hudge，同僚委員HughF.Owenおよ

びRichardD.Smithの承認を受けてFrancisM.Wheatが株式を中心とする証券投

資のための情報開示の改善のために委員会内のスタッフ�による研究会（この研究グ

ループはthestudygroupと称しているが，一人称としてtheStudyを多用してい

る）を立ち上げたことに始まる。この研究会の目的は，1933年の証券法と1934年の

証券取引所法が成立施行されても，絶えることのない証券売買に絡む不祥事の根絶の

ために，両法を再点検して，投資家保護を進めるために米証券取引委員会に対して具

体策の提案を行うことであった�。

この研究会は，行政改善研究のための内部組織であったため，ごく一部の関係者

（作業途中で見解を求められた関連機関�およびAICPAトップ層）を除き世に知られ

ることはなかった。この研究結果は，いわゆるホィート報告書（TheWheat

Report）として1969年4月にCommerceClearingHouseから＄7.50で出版された。

（同報告書の正式書名はDisclosureto Investors:A ReappraisalofFederal

AdministrativePolicies,underthe'33and'34Actsである。後述するAICPA内

でのWheat委員長の報告書と区別するために一部の記述にカッコ付きのSECを付し

ている。）
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報告書はB5サイズ，濃緑色のペーパーバックを付けられ，12章の構成，397ペー

ジから成る。それぞれの章のタイトルは次のとおりである。

第1章 導入，範囲および要約

第2章 情報開示政策の再吟味の背景

第3章 33年法の目論見書の様式と内容

第4章 33年法の目論見書

第5章 「フライイング」問題

第6章 2次配布と株式仲買人の取引

第7章 企業結合

第8章 33年法3�節の下での小規模提供の除外

第9章 34年法報告書の急展開の普及

第10章 34年法の登録と報告

第11章 株主への年次報告書と付属明細表

第12章 34年法の報告要件の管理と実施

� 第1章 導入，範囲および要約

この報告書が単なるSEC内部の討議資料に留まらないのは，研究会にアドバイス

を寄せた代表的例として支援されているアメリカ法廷協会やアメリカ公認会計士協会

等の機関名が挙げられていることである。冒頭に明らかにしているように本報告書は

学術的意図が一切なく，行政改善の内部資料であり，本質的に技術メモ（technical

memorandum）である。本研究会の賛否いずれの見解も取入れて報告書に採用して

いる。報告書作成については二つの要因が考慮されている。ⅰ研究会は相互に意志を

調整していない。ⅱ検討される規則及び報告様式は未完成品として扱うこと。

報告書の範囲は，米連邦証券法制に限定した財務情報の開示のみである。証券取引
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

不祥事も投資結果も投資経済性も関連外である（傍点筆者）。それ故に細目にわたる

投資は扱わない。インサイダー問題も別とする。財務情報の開示のアプローチに関し

て，

ⅰ連邦証券法制の修正

ⅱ規制制定過程・方法を，ア．33年法と34年法で必要とされる開示の情報調整

の程度を高める，イ．より高い確実性とより高い予測性への要求に答える，ウ．一

貫性ある解釈パターンを策定して適切な情報開示を確実に行わせるようにする

ⅲ当報告書が基本とするSECの規制を通じて情報開示の政策変更を行う。この

方法には発展性という特質がある。

（筆者注：いわゆるgaapの解釈に大きく関すると思われる章を，第2章，第9章，

第10章に絞り，内容を検討する。第3章～第8章，第11章，第12章を省略する）。
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� 第2章 情報開示政策の再吟味の背景

第2章では，この時期に情報開示政策を再吟味することは，適切であり，その理由

として次のような事情を示している。

ⅰ アメリカにおける株主の急増とそれに伴う投資決定が増大した，

ⅱ 証券ビジネスからの情報要求が高度化し多くの情報要求を求める傾向になっ

た，

ⅲ 34年法での報告義務とされた範囲が広がり，また1964年修正法によって付

属条項の範囲が広くなった，

ⅳ 技術の発展によって情報利用者がSEC等のファイルからこれまでより迅速

にかつ安価に情報源泉から入手できるようになった

ⅴ 現状の情報開示への批判が高まった。

情報開示は，証券法制の分野における国家政策の中心部分であり，その理念から存
・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・

在する。情報開示は次の2つの配慮から強調される。すなわち，ア．投資事案におけ

る連邦政府の固有の機能であり，イ．間接的ではあるが，適切な情報公開によってグ
・・・・・・・・・・

レーゾーンの実務を少なくし，企業行動の基準を高めるように仕向ける。

歴史的には，情報開示の分野におけるSECの成果は，新株発行市場において特筆

される。新株市場の育成によって，新しい資本が産業に流入する取引は，単なる証券

取引ばかりでなく経済への大きな意味を持つインパクトとして見ることができる（傍
・・・・・・・・・・・・・・・・・

点同上）。

� 第9章 34年報告書の急展開の普及

34年法による報告書の普及方法を改善することが必要であり，そこで規定されて

いる要件を拡大しても実務的に受入れられることではない。報告書の請求費用はその

内容の少なさを考えると高額であり，財務担当者の間では相対的に利用頻度が低くなっ

ている。

しかし，1968年秋にSECに導入されたマイクロフィルム・システムは，長年にわ

たる紙ベースのコピーサービスからの重要な一歩であり，60ページに及ぶ資料を1枚

のシートに収納し，机上に設置した読取機で通常サイズの資料として見ることができ

る。その結果，すべての様式Kの報告書と様式N－1Qによる投資会社の4半期報告書

をマイクロフィルムで見ることができるようになった。加えて近日中に，34年法に

おける様式10，株主用年次報告書，中間報告書，付属明細表，上場登録申請書も公

開される運びである。

マイクロフィルムは，SECでのマイクロフィルム化作業終了後5日以内に郵送され

る。価格は，60ページの資料について紙ベースが＄5.40（1ページ当たり￠9.00）で

あるのに対して，マイクロフィルム・ベースでは￠75.0（1ページ当たり￠1.25）と
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決定的に安くなった。また，収納にも各段の差が出ている。

資料閲覧の便宜が向上したために，SECおよび証券業界の自己規制組織は，次の

ステップとしてSECがマイクロフィルム収納しかつ利用可能とした報告書記載の資
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

料情報を株式仲買業界（brokeragecommunity）に十分に活用させる方法に着手す
・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・

べきである（傍点同上）。

� 第10章 34年法の登録と報告

本報告における勧告は相互依存的である。改善された34年法の報告は，継続的な

情報開示の源泉をもたらした。これによってかなりの程度で伝統的な33年法の実務

の下でもたらされていた特別の，そして，せいぜい偶発的な情報開示のための受入可

能な代替案として実施することができた。限られた数の仲買人に報告会社の証券を私

的に購入するのを許し，より多くの株式発行者に様式S－7が広く使えるようにし，

報告会社の証券のための効果が無くなった目論見書の公示要件を削除し，すべてが

34年法による報告の本質的改善を予見していた。

本研究は34年法の主要な報告様式を考察した。その様式への改定の勧告は第10章

の付録に示されている。本研究会は次の4項の普遍原則の上に成立っており，付録

X－1は本研究会の提案を検討する際に役立つであろう。

ⅰ 報告書公表はできるかぎり早いこと。ただし，仕事として当たっている報告

書作成の人々に無用の負荷を課さないこと，

ⅱ 報告書及び登録申請書は，投資家およびそのアドバイザーに最大の効用を持

つ情報を提供するように設計すること，

ⅲ 既に経過年において情報開示されている事柄を新たに収納を繰返すよう指示

している要件は削除すること，

ⅳ 報告書および登録申請書の様式は，マイクロフィルムおよびその他の最新の

データ処理技術上でも相互利用できること。

様式10は，株式発行者が34年法の下で文書作成する最初の文書であり，改善を要

し，また研究会はこのために多くの提案を行っている。SECへの年次報告である様

式10－Kは，様式10によって年ごとの資料の最新化をするために変換できること。

証券アナリスト，会計担当者，企業の役員および主要な株式取引所の代表者は研究

会に10-Kは現在規定されているより早くSEC提出するべきであるとアドバイスした。

ニューヨーク株式取引所およびアメリカ株式取引所に上場している会社の98％およ

びアメリカ株式取引所は，1967年の株主への年次報告書を90日以内で公表している。

研究会は株主への報告書にある財務諸表と10－K準拠とでは大きな違いはないこと

を理解している。現在の要件からの変更を容易にするために研究会は90日間で財務

諸表を作成するよう勧告する。
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SECの現行の報告要件は，自己規制機関の時期を適切に行う情報公開をオウム返

し答申するものではない。SECは政策を後押しするものであり，励ますものである。

結論として到達したものは，規則的な四半期報告書現行の不定期な8－K報告書より

有用であるということである。

大衆に所有された企業は，内容が豊富な四半期財務情報を発表している。ニューヨー

ク株式取引所およびアメリカ株式取引所は全上場会社の財務情報の公表を望んでいる。

本研究会も慎重に取引所の見解を吟味している。あまねく明らかなことは（そして両

取引所の代表者が承知していることだが），かれらは極端に知識不足で情報力に欠け

ている状態から変わったことである。

研究会は，財務担当執行役員協会およびアメリカ企業秘書協会の特別委員会のメン

バーを同席させて，AICPAの大きな協力を受けて全米の大小規模の会計事務所を代

表する公認会計士と要約四半期財務諸表報告を実施することの可否に関する会議を持っ

た。この報告形態は実施可能であり，情報開示の有益な進歩となるとの総括見解を得

た。

研究会は，様式8－Kおよび9－Kを10－Qとして指定された新しい様式に換える

ことを提案する。この様式による届け出は各四半期決算の日から45日以内とした

（大規模の合併および資産処分の報告が文書による協約によって実行されて10日以内

である場合を除く）。この第Ⅰ部は現行の8－Kによるものとし，第Ⅱ部は要約比較

財務情報を付随するものとする。

（以上より，ホィート報告書はSECが今後実施すべき財務情報開示の提言を担当

者の立場より，会計関連機関との意見交換を経て作成されたものであり，一般に認め

られたものではない。筆者注）

3．ホィート報告書（AICPA）とFASBの創設

� AICPAホィート委員会とホィート報告書（AICPA）

1971年にAICPA会長WalterJ.Oliphantは上で示したFrancis.M.Wheat（当

時SEC退官）に対して，「会計原則の設定を研究し，その実現のための改善と方法を

勧告する」委員会の立上げを命じた。この委員会は，ホィート委員会と称され，

1973年に「財務会計基準の設立」報告書が公表され，AICPA理事会に受理された。

この通称ホィート報告書は，投資家に合理的な判断ができるように会計原則を設定し，

財務報告の有用性を高めるためにSECともAICPAとも別の新しい会計原則のための

機関が必要であると勧告した�。（「図表1 FASB設立過程年表」参照）
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� 財務会計財団と財務会計基準諮問委員会によるFASB支援ネットワークの構築

① AICPAの再構成

1972年5月，ホィート報告書の勧告によりAICPA理事会はFASBを設置し，1973

年3月に正式発足することを決定した。FASBの発足に備えて財務会計財団

（FinancialAccountingFoundation，以下FAF）を設立することとした。また

FASBへの諮問を行うために財務会計基準諮問委員会（FinancialAccounting

StandardsAdvisoryCouncil，以下FASAC）を設立することとした。AICPAの一

組織であったAPBは業務をFASBに移譲し，1973年6月に終了とした。

② 財務会計財団（FAF）

理事長は協会長WalterJ.Oliphantが兼任し，運営は任期3年の9人の評議員�

（Trustee）が行うこととした。議決は原則として3分の2とする。財務会計財団8評議

員のうち4名が公認会計士（会計事務所パートナー，うちRalphE.Kentは元会長）

であり，2名が財務担当執行役員，1名が投資顧問業者，1名が大学教授である。

FAFの主たる業務はFASBのメンバーを指名することと，FASBの運営資金を立

ち上げることである。1971年末までにFASB，FAFおよびFASACの運営資金とし

て確保する資金は，1973年用として最高＄3,175,000～最低＄2,235,000が必要であ

る。アメリカ会計学会，AICPA，財務分析家連盟，財務担当執行役員協会，全米会

計人協会の5団体からの寄付を合計＄47,619,000，5団体の個人会員からの寄付を合

計＄182,400と予定した。（FAFが資金提供を受けたこれら団体は全米で最高クラス

の会計専門機関であり，一般ではない。）

AICPAの会員事務所に対してFASB賛助金徴収も検討課題となる。ニューヨーク

およびアメリカン株式取引所その他に上場している企業の上場額面総額に対する一定

率の課金も課題となる。

③ 財務会計基準諮問委員会（FASAC）

FASACの任務は，次の3つである。

ⅰ FASBが優先順位を決定する場合や議題を決定する場合に日常的に補佐し，

FASBの耳目となって関心をむけるべき問題についての情報を提供すること。

ⅱ FASBが新たな調査活動を行い基準の草稿を作成する場合の特別チーム

（APBの小委員会に相当）の立上げを補佐すること。チームの人選はFASB議長が

当たるが，FASACメンバーは自薦によってこのチームの一員となって行動できる

こと（ただし，FASBはFASACの意向にかかわらず特別チームを立ち上げること

ができる）。

ⅲ FASBが公表する基準の提案を中途で公表し，またそれに対する自らの見解

を表すこと。

理事長はFASB議長（MarshallS.Armstrong─発足時）が兼任し，最大4年の再
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任が可能であるが原則任期1年の20人の評議員�（Trustee）が行うこととし，就業上

の細則を設けないこととした。ただし，FASACの規模はFASBが求める諮問内容に

応じて増加することがある。

評議員は実費弁済であるが無給である。評議員は多様な職種から選出するとされる

が1職種を総数の4分の1以内とした。

FASACはFASBが実務界および会計専門業界との連携維持を行うための恒久的手

段とし，FASBの業務支援を義務とする。会議を行う場合，FASACの評議員は，ア

メリカ会計学会，アメリカ法曹協会，アメリカ経済学会，AICPA，証券アナリスト

協会連合会�，財務管理者協会�，米国会計人協会，証券業者協会�等の機関，株式取

引所および適宜，政府部署から助言を得るものとする。

FASACにはSECのメンバーが参画し，SECの意向を伝達する，また討議事項の

優先順位決定に助言を行う。

� 財務会計基準審議会（FASB）の発足

1973年1月1日にFASB議長と4人のメンバー�が指名された�。1973年3月1日に

FASBがコネチカット州スタムフォード（Stamford,Connecticut）において発足し

た。この日よりFASB委員は有給の常勤職員として勤務することとなった。7月16日

に『外貨換算会計』に対する第1回の公開意見募集である「FASB募集：会計規則の

解釈，修正または再考のためのニーズに関する見解」が公表された。

FASB発足に至る一連の過程を振返ると，次に示すように，SECとAICPAとが協

力関係にあること，またAICPAは歴代会長を動員する強力な体制で臨んでいたこと

が明らかとなる。TheJournalofAccountancy誌の記事に見る限りAICPAは合衆

国会計検査院（UnitedStatesGeneralAccountingOffice）とも友好関係にある�。

FASBはこのような歴史を経て世に出た機関であり，当時の最高の会計専門職の

集積である。わが国の一部にFASBのメンバー構成に関してアメリカ会計学会と

AICPAとの軋轢（アツレキ）を示唆する見解�があるが，資料検証の上では証拠は皆

無である。むしろSECという行政機関とAICPAという実務団体が業務遂行上のやむ

にやまれない理由で設立したFASBに学者もメンバーとして招聘されたのが実態で

あり，学会は後追いの立場である。

FASBの発足は最高に近い根回しと準備によって創設されている。一般に認められ

たという程度の発足経過ではない。

ⅰ FASBの創設の発端となったのは，MarshallS.ArmstrongAICPA会長

（当時）がFrancisM.Wheatに委員長を委嘱して発足した委員会により1972年5

月に発表されたホィート報告書が発端である。同委員会と同時に発足したトゥルー

ブラッド委員会は報告書の発表が大幅に遅れ，FASBの開設には関与しなかった。
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ⅱ FAF評議員会が7名のFASBメンバーを指名し，そのうち1名を議長に指名

する。初代FASB議長は，前AICPA会長MarshallS.Armstrongであり，

AICPAとの連携とAPBからの引継ぎの円滑化にも責任を負う体制で臨んだ。メン

バーは，4名のCPA，3名はCPAの有資格者でなくてもよいが，財務報告分野で幅

広い経験を持つ必要がある。メンバーは年俸＄75,000から＄100,000の範囲の給与

でかつ専任であり，兼職を持てない。任期は5年であるが，2期目への更新はあり

得る。雇用は固定されたものではなく，年間2名以下のメンバーの解職があり得る。

原稿執筆，講演等は自由であるが，特定の事務所および企業との関係は認められな

い。ただし，FAF評議員会が許可した場合を除く。

FASBの人事は次の5パターンによる。

a.1期2年

b.2期3年

c.1期4年

d.2期5年

e.1期6年

ⅲ FASBの任務は，財務会計と財務報告の基準を設定することである。

ⅳ FASBでの評決は7名中5名の賛成で有効とし，基準を公表する。賛否両論

の全討議内容および投票内容に関する議事録は公開される。（筆者注：FASBの公

表物は，ここで示されるようにメンバー間の高度の知的研鑽を経て公表されたので

あり，一般に認められたのではない。）

ⅴ FASBはあらゆる方法を用いて，会計専門職および実務界に情報提供する。

通牒，公聴会，特定グループによる議論の議事録等，公聴会配布資料，大小会議議

事録，レジュメ，FASBに送られた論文類も公開する。

ⅵ APBは解散される。ただし，APBとAICPA監査手続委員会は密接な関係

で運営されてきたので，FASBもこの経緯を尊重して同委員会とは緊密な協力関係

を続ける。APBとAICPA監査手続委員会が関与していた監査ガイド（audit

guides）は，FASBの協力の下で監査ガイド委員会（auditguidecommittees）

が相応の責任をとって継続する。財務会計基準はAICPAにもFASBにも相乗りの

メリットがある。

ⅶ FASBメンバーの7人体制が多様な見解および背景の下で過少または過多と

された場合，FAFの審査を受けてその裁定の下で増減することができる。

ⅷ FAF評議員会は，FASBメンバーが個人的投資その他の個人的行為から利

害の葛藤が生じないようにするための方針を認める。FASBメンバーには，個人利

害と公共利害をめぐる葛藤は現実にあってはならない。また隠蔽もしてはならない。

ⅸ FASBはあらゆる方法によって会計専門職および実務界に情報提供する。通
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牒，公聴会，特定グループによる議論の議事録等，公聴会配布資料，公聴会後に開

催されることがある関係者特別部会（executivesession）の議事録，大小会議議

事録，レジュメ，送られてきた論文類を公開する。

ⅹ FASBは，基準が実際に使用されて解釈が異なるために生じた食違いや意思

疎通を妨げる箇所が発見された場合，APBがおこなってきた実績にならい，適宜，

基準の解釈を公表する。その文案はFASBのスタッフが作成するが，必要があれ

ば問題となったことがらに詳しい人々をチームに加えて助言求めることもある。

FASBが公表する以前にAICPAのスタッフが基準の解説という名目でメンバー

に個人的アドバイスを行うことは妨げない。しかし，FASBが公的解釈を公表した

後は，すべての個人的解釈はこれに従うこととする。

（以上より，FASBはホィート委員会の提言を受けてAICPAの方針として設立

されたいわゆるgaapのための最高機関であり，一般に認められたものではない。

筆者注）

4．エピローグ：わが国におけるGAAP�認識の経過

戦後の会計研究の検証は，誤訳の整理と訂正を行い，正訳の提示によって清算する

ことを提言する。受験英語への使用を目的とした英和辞典によって培われた和製英語

を根本的に見直し，アメリカ文化を基礎とした英語能力を体得しつつ後進を育成する

ことが求められる。generallyとauthorityはその先駆けを形成する上で大きな役割

を果たす。

� APB第4号の背景および目的

以上よりFASBは特に株式取引を主とする米証券市場の向上のために設立された

のであり，連邦行政当局にあった担当者と米公認会計士関連機関の成果である。

FASBが独立した組織体とは言ってもAICPA会員である公認会計士の便宜向上が優

先されていることは変わりない。

FASBの存在意義は，generallyacceptedaccountingprinciples�のために各種

提言を行うことにあるので，このgaapに関してわが国においてどのような理解が行

われていたかについて検討する。gaapに関する議論として特徴的なのは，1970年に

発表されたAPB第4号ステートメント「企業の財務諸表の基礎をなす基本概念および

会計原則」（BasicConceptsand Accounting PrinciplesUnderlying Financial

StatementsofBusinessEnterprises）に関する検討の状況である。

中島省吾は「アメリカ合衆国の会計制度の特色」と題する論文において，「米国公

認会計士協会で一般的に会計原則と考えられているにものが何かを検討せねばならな
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い」と第4号の成立経過について述べず（中島，1972，pp76-80），江村稔は「APB

ステイトメント第4号の考察」と題する論文において「ステイトメント第4号が明ら

かにした「一般に認められた会計原則」なるものが（中略）何とも見通しを立てるこ

とは不可能である」とアメリカでの実情とは別の見解を示している（江村，1971，

ｐ.101）�。

ここでは，当時のわが国学界には，APB第4号がSECの内部資料としてのホィー

ト報告書発表から1年後に公表されたものであり，SECとAICPAとが財務情報の開

示に関して共同歩調をとっていたという経緯がまったく入っていなかったという点を

明らかにしている。

飯野利夫は，月刊誌の特集「日米の会計原則を比較検討する」において「会計原則

審議会の教訓─会計原則をめぐる諸問題─」の論文を寄せ，「会計原則といえば，日

本では固有名詞としての「企業会計原則」を想いうかべるが，それでなければ，形容

詞のつかない，いわば裸の会計原則でなくて，「一般に公正妥当と認められた」とい

う形容詞のついた会計原則である。・・・公報（AccountingResearchBulletin）

に掲載されたものだけが，「一般に」認められたものと考えられるべきでなくて，そ

れ以上にも「一般に認められた」ものが存在すると考えることができる。」と述べ

（飯野，1970，pp.14-16），APBの意図に優れた観察を示している。

ただし，飯野がgenerallyacceptedを「一般に認められた」として記述したこと

は心外でもあり意外でもある。飯野が和製の英和辞書のみを使用し，ウエブスター辞

典を参照せず，また在米の会計学者に問合せもしていなかったことになるからである。

米語ではgeneralは最高を示す表現に使用されるのが常であり，「一般」の意味はか

なり低順位の扱いである�。AICPAがSECとの緊密な連携関係の中で公表した公報

であるから，一般であるはずはなく，アメリカ人が読む場合は「最高」しかない。ま

た，飯野は「認められた」をごく自然に記述しており，何を意味するかが不明のまま

放置している。1965年のARS第7号における詳細な定義を参照していなかったこと

になる。公認会計士が会計不祥事に関与しているという疑惑を避けるために

AICPAが必死に監査のためのガイドライン作成に取組んでいた情報は入っていなかっ

たことになる。

飯野が優れた観察を示しているのは，あえてGAAPの表現を避けgaapとは別のも

のとしての「一般に公正妥当と認められた」会計原則を認識していることである。

gaapには和製の産物である「公正妥当」の意味はないからである。

� APB第4号におけるgeneralとauthorityの真意

新井清光は，APB第4号に関する「APBの新会計原則について」と題した論文に

おいて「GAAPとは，一定の時代における「同意」によって一般に受け入れられる
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ようになったものであり，「慣習的」なものであるとし，それは「一般的承認」と

「実質的に権威のある支持」といった概念に基づく」と述べている（新井，1971，

p104）。ここでは本来，gaapでしかないものをわざわざGAAPと大文字表記してい

る。大文字表記で固有名詞の錯覚を生じかねない問題となる文章である。また，「一

般に受け入れられる」としていることは新井がgeneralを一般と訳したことになる。

PaulGradyは5年前に発表したARS第7号において，generally（最高として，筆者

注）を次のように明確に定義しており（Grady,1965,p.51），他国からこれ以外の

解釈が行われても有効性はない。なお，以下の定義はAICPAの責任において発表さ

れたものであり，一般に認められたものではない。

「最高として」の文言を付する意図は，被監査会社が背景に現実の確固たる根

拠がある会計実務※を使用している場合に，これを公認会計士の責任において認

める権限を与えようとすることである。この公認会計士の受託証券取引所法以来，

責任は1934年の報告書の標準様式に関する用語法意見書において定められてい

る。ただし，その会計実務がごく少数の事例である場合は，確固たる根拠なしと

することは自明である。そうでない場合，結論は根拠ありとなる。この公認会計

士の受託責任に必要な判断および知識は1947年初版発行の『最高として認めら

れた監査基準（GenerallyAcceptedAuditingStandards）』で扱われており，

その後，無修正で1954年に再発行されている。要所抜粋は次のとおりである。

「最高として認められた会計原則」（“generally accepted accounting

principles”）の文言を付加する場合には，その実務の適用事例がごく少数であっ

たとしても規範として受入れることができるという知識が必要であり，また，同

様に独立した公認会計士としての判断能力も求められる。（※の箇所は下記原文

のアンダーライン部�）

この箇所は同号発表以来，50年余りにわたってわが国会計学研究者の難題となっ

ていた部分であり，以下にその原文を示す。

theadditionofthewordgenerallywasintendedtoaddsomethingto

theresponsibilityofCPAsfordeterminingthataccountingpracticesin

usebyaclientreallyhaveasubstantialauthoritybackofthem.This

responsibilityhasbeeninherentinthewordingusedintheopinion

paragraphofthestandardformsofreportssince1934.Itisobviousthat

themereexistenceofapracticeinoneorafew instancesdoesnot

automaticallyconstitutesubstantialauthoritativesupport;itmaywell

demonstratethereverseconclusion.Thejudgmentand knowledge

requiredinmeetingthisresponsibilitywasdealtwithin"Generally

AcceptedAuditingStandards"firstissuedin1947,andreissuedwithno
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changeinsubstancein1954,asfollows:

The determination of whether "generally accepted accounting

principles"havebeenadheredtorequirestheexerciseofjudgmenton

thepartoftheindependentcertifiedpublicaccountant,aswellas

knowledgeastowhatprincipleshavefoundgeneralacceptanceeven

thoughcertainoftheseinmannerofapplicationmayhavereceived

onlylimitedusage.

従って，ある懸案事項が完全な自己流の会計手続きで行われている場合，行っ

た手続きを原則に取入れようとする広義の原則が実質的に規範として認める会

計原則であれば，「最高として認めた会計原則」への準拠を妥協的に認めるこ

とを否定するわけではない。

Thus,while one concern may follow an accounting procedure

distinctlypeculiartoitself,thisinnowaydisqualifiesitfrom being

accordedarecognitionoffollowing"gaap,"ifthebroadprincipleswhich

thatprocedureseekstoimplementis,infact,agenerallyacceptedone.

� PaulGradyによるauthorityの重視

これに先立ってprinciplesも次のように定義されていることに注意すべきである

（Grady,1965,p.49）。

practicesとprinciplesを同義として交互に使用することは，AICPA委員会

と財務担当者協会（FinancialExecutivesInstitute）の上級団体であるアメ

リカ予算経理担当者協会（ControllersInstituteofAmerica）委員会との間

の意見交換会および用語選定会の結論として作成された監査報告書の標準様式

の中で最終的に可とされた。会計事務所9社が提出した共同質問第6項へのコ

メントによって，協会長書簡に付けられていたメモに記載されていたある会計

期間における「会計原則または会計実務とされるもの（acceptedaccounting

principlesorpractices）」とは，5つの基本原則（generalprinciples）であ

り，その他の「背景に現実の確固たる根拠がある会計実務」でもあることが了

解された。同書簡は，後日，理事会，次いで総会で承認された。

Thewords"practices"and "principles"wereused interchangeably

throughthecorrespondenceandthewordingfinallyselectedinthe

standard form ofopinion resulted from conferences between the

InstitutecommitteeandacommitteeoftheControllersInstituteof

America,predecessor to the FinancialExecutives Institute.The

commentsoftheninefirmsregardingquestionsixmakeitclearthat
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"accepted accounting principles or practices" at that time were

understoodtobethefivegeneralprinciplesenumeratedintheletter

adoptedbyCouncilandbythemembershipoftheInstitute,andother

accountingpracticeswhichhavesubstantialauthoritybackofthem.

（質問第6項は「AICPAの意見書における以上のシステムが認められた会計実

務に準拠しているか否か，またいかなる観点からも報告書の継続的な適用を意

図するか。」Grady,1965,para.47筆者注）

ARS第7号においてもAPB第4号においても，会計原則が一般に認められたもので

あることはまったく言及されていない。むしろAICPAによって発表された一連のス

テートメントや公報は，AICPAが傘下の公認会計士に対して被監査会社という実務

の現場においてそこで行われている現実にいかに対応するかを念頭において最高の見

解や実務指針を示したものである。一般に認められたのではない。

注1

「一般に」公正「妥当」と（国民全般によって）「認められた」会計原則に従って

監査した開示をどのように信用すればよいであろうか。なぜならば，「オリンパス事

件は明るみに出るほうが間違いだった」ことは妥当であるからこそ歴代の社長が継承

し，この理不尽さを明るみに出した社長はその行為が妥当でなかったために解任され

て当然だったという解釈ができる。「大王製紙の会社資金が経営者によるギャンブル

遊興のために流用されたことは明るみに出したほうがおかしい」ということは妥当だっ

たからこそ続いたと言える。「妥当」という文言があれば，刑事および民事の裁判の

過程で弁護士が減刑にも債務見積りの減額にも利用できるという天地逆転の論理が成

立つ。

GAAP（generallyacceptedaccountingprinciples）の誤訳を放置していたた

めに監査および経営者のコンプライアンスに過度の安心感や気の緩みを生じさせたと

はいえないであろうか。この誤訳が生じた理由は，手本にしていたアメリカ証券制度

の各種文書をアメリカ実地で検証することなく単純に翻訳して使用する輸入文化体制

によるものだった。アメリカ証券制度の担当者達が度重なる不正に対して制度改正に

よって防止しようと試みた苦い歴史を理解しなかったことを示している。

アメリカにおける会計学は証券制度の懸命の努力の中で最大の規制のツールとして

力を発揮できたからこそ，発展を見たのであり，その背景と各種報告書に結実するま

でのプロセスを尊敬し，体験を共有してこそ研究が許されるのではないであろうか。

財務会計基準審議会（FASB）が所与として存在する感覚には再考の余地がある。

generallyは「一般に」ではない。日常語で使われる場合の意味として「一般」の

訳語もありうるという程度である。社会組織・社会制度において用いられるgeneral
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は，最高という意味である（『英語語源辞典』研究社，1998年）。アメリカの学会お

よび官庁における用語（特にSEC）であるから「最高の」という意味はあっても

「一般に」という訳語はあらゆる観点からない。

またacceptedが誰によって認められたのかを考えねばならない。アメリカでは政

府機関のHPでさえもGodblessyouなどと常套句として神を念頭におく社会環境

があることを考えねばならない。合衆国大統領の就任に際してキリスト教の聖書に左

手を置き宣誓する歴代大統領の姿が好例である。公正妥当などと，日本流の玉石混交

で動いている現実を肯定するようなことは決してありえない。故に，神の下で認めた

というならともかく，日本的感覚で，「一般人によって認められた」という表現は正

確でない。

この訳語を提案した本人とその周囲の人々，公金によってアメリカに長期留学した

先生方には，努力してほしいものである。

誤訳に関連して追加する。

fairは公正と訳語を付けられているが，公正を示す意味は米語にはない。『メリア

ム・ウエブスター辞典』（米語）によれば，商業のために特定の時間・場所で売手と

買手が集まること（agatheringofbuyersandsellersataparticularplace

andtimefortrade）である（Merriam-Webster'sCollegiateDictionary,p.449）。

妥当またはバランスある，とでも訳す方がよい。せいぜい市価である。50年前のウェ

ブスター辞典にも同じ記述があり，FASBの定義も偶然ながら同一である。意味の最

後の方にnotdarkがあり，これを明るい，すなわち，公正と解釈を延長することも

できるが，これは頭髪の状態を示す用語である。頭髪を意味する訳語を会計学の用語

とできるだろうか。

Oxford Dictionary（イギリス英語） では， fairの意味をfree from bias,

injusticeordishonestとしており，公正としても間違いではない。しかし，イギリ

ス英語をアメリカ会計学に持ち込むのは問題がある。

注2

佐藤倫正「会計が促す新資本主義─資金会計のイノベーション─」p.8，第72回日

本会計研究学会・中部セッション配布資料，2013年（平成25年）9月6日。

注3

ホィート・スタディ・グループは，中途での離退者を含めて次のメンバーより成る

（DisclosuretoInvestors,LetterofTransmittal）。

Francis.M.Wheat,Chairman

RichardM.Phillips

B.Wexler

BeatriceM.Mattison
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R.DavidMishel

KennethL.Marshall

RichardH.Rowe

EdmundP.Shevlin

注4

報告書を通じてFrancisM.Wheatが連邦行政官として不正に対する怒りと使命

感が昂ぶっている様子が伝わってくる。一方，対抗策を打つことによって十分に対処

できるという自信も伺える。すなわち，情報公開をいかに実現させるかという具体的

プロセスに自信を持っていることが報告書全体を通しての命題のように浮かび上がっ

てくる。これはWheatが証券取引，特に株式売買の規制業務になみなみならぬ執念

と献身の念を持っていることを示している。他の政府報告書にない強力な意志を放射

している報告書である。

問題解決のためのフレームワークをどのように構築し，その解決のためのプロセス

を具体的にどのように作成していくかを例示した経営意思決定の優れたケース・スタ

ディでもある。

注5

ホィート報告書作成過程において意見を求めた機関は次のとおりである（原著記述

による。DisclosuretoInvestors,p.4）。これだけの機関と意見交換をしていること

に注目される。ホィート報告書は決して「一般に認められた」のではなく，証券市場

の発展を願望する専門家の立場から認められたものである。

The American BarAssociation,Committee on SecuritiesRegulation

（BankingandBusinessLaw Section）

TheAmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants

TheAmericanSocietyofCorporateSecretaries

TheAmericanStockExchange

TheAssociationoftheBaroftheCityofNew York,Committeeon

SecuritiesRegulation

TheFinancialAnalystsFederation

TheFinancialExecutivesInstitute

TheInvestmentBankersAssociation

TheNorthAmericanSecuritiesAdministrators

TheNationalAssociationofSecuritiesDealers,Inc.

TheNew YorkStockExchange

注6

ホィート委員会（Committeeon Study on EstablishmentofAccounting
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PrinciplesoAICPA）は，次のメンバーより成る（TheJournalofAccountancy,

May1972,p.71）。

Francis.M.Wheat,Chairman

John.C.Biegler

Arnold.I.Levine

Wallace.E.Olson

Thomas.C.Pryor

Roger.B.Smith

David.Solomons

E.M.Shevlin

MichelA.Pinto,AdministrativeSecretary

当初の財務会計財団は，次のメンバーである（役職名は原書による。TheJournal

ofAccountancy,August1972,pp.10,12）。

WalterJ.Oliphant,（Institutepresident）

RalphE.Kent（pastInstitutepresident）

JohnC.Biegler,CPA

IvanBull,CPA

SamuelA.Derieux,CPA

JamesD.Edwards,theUniversityofGeorgia

W.H.Franklin,CaterpillarTractorCo.,

ThomasA.Murphy,GeneralMotorsCorporation

ThomasC.Pryor,FinancialAnalystofWhiteWeld& Co.,

財団の最大の目的である資金提供は1971年末までの合計額が＄85,514となった。

拠出に協賛したのは，次の機関である。

AmericanAccountingAssociation

AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants

FinancialAnalystsFederation

FinancialExecutivesInstitute

NationalAssociationofAccountants

注7

1974年9月30日までの任期でFASAC委員は次の23名が指名された（ibid.）。

GeorgeR.Catlett

DonaldC.Cook

SidneyDavidson

PhilipL.Defliese
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FrankForester

CharlesC.Hornbostel

HermanJ.Kocour

HaroldQ.Laugenderfer

JohnJ.Lordan

RobertMalin

RobrtK.Mautz

CharlesT.McGarraugh

RobertA.Morgan

EllsworthH.Morse,Jr.

JamesJ.Needham

C.ReedParker

FelixG.Rohatyn

StanleyJ.Scott

AlphonseA.Sommer

E.PalmerTang

FrancisM.Wheat

JohnA.Willis

CharlesT.Zlatkovich

これだけの高位の公認会計士，大企業の経営者，学会の重鎮クラスの大学教授等か

らの諮問を経て，全米の会計関連の最高権威者による検討を通じた結果として世に問

うている基準であって，アメリカ会計実務界および会計学界における最高の知見の結

果である。一般に認められたのではない。上記委員による諮問の結果としてFASB

の起案へと至るのであるから，公正妥当と認められたのでなく，会計実務および学会

のトップ層が提示した最高レベルという理解以外にはありえない。

FASACが助言を得たのは次の8団体である。（表記は原著による，OFFICIAL

RELEASES,TheJournalofAccountancy,May1972p.68.）

AmericanAccountingAssociation

AmericanBarAssociation

AmericanEconomicAssociation

AmericanInstituteofCPAs

FinancialAnalystsFederation

NationalAssociationofAccountants

SecurityIndustryAssociation

これらの団体は，一般ではない。むしろ最高の知見を有する機関である。

TheWheatReportの会計学研究における意義

―69―



注8

訳語はWeblio英和・和英辞典による。

注9

Memberは高橋治彦（1989）に従ってメンバーとした。chairmanは山田昭広

（1994）に従って議長とした。

注10

FASBの第1陣のメンバーは次の4名が指名された（役職名表記は原著による。The

JournalofAccountancy,February1973,p.3）。

DonaldJ.Kirk

JohnW.Queenan（pastInstitutepresident）

WalterP.Shuetze

RobertT.Sprouse

第2陣のメンバーは次の2名が指名され，議長を含めて計7名となった（The

JournalofAccountancy,April1973,p.12）。

ArthurL.Litke

RobertF.Myrs

注11

合衆国会計検査院総裁（UnitedStatesComptrollerGeneral）ElmarS.Staats

と講演者ReginaldH.Jonesは，FAFの募金促進ディナーの席で同席している写真

が紹介されている。（newsreport"Unity isvitalforFinancialAccounting

StandardsBoard,"TheJournalofAccountancy,May1973,p.10）

注12

高橋治彦は，AICPAの支配権という観点から次のような感想を示している。これ

が事実とすると大変な観察であるので，筆者はこの事実を確認するために，The

JournalofAccountancy（月刊誌）とTheWallStreetJournal（日刊誌）を1969

年1月から1973年12月の5年間について調査したが，確証を得ることはできなかった。

当初においては，FASBの7名のメンバーのうち4名は公認会計士であることが必

要とされた。この規定は会計基準の設定に関して，それまで35年にもわたって支配

的な役割を演じてきたAICPAがその支配権を手放すことに対する懸念を反映したも

のであったかもしれない。（下線部筆者追記，高橋治彦（1989）『THEFASB：財務

会計基準審議会─その政治的メカニズム─』同文舘，p77。）

注13

GAAPは本来ありえない表記であるが，これが通用している事情を考える。

新井は前掲論文において「一般に認められた会計原則」（GenerallyAccepted

AccountingPrinciples:以下GAAP）と述べている。しかし，GradyがARS第7号
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の第3章のタイトルをMeaningofGenerallyAcceptedAccountingPrinciplesと

表記していたのをそのまま記述し，その略称としてGAAPとした可能性がある。英

文ではタイトルの単語のそれぞれは最初の文字を大文字とすることがルールとなって

いる。Gradyは文中ではgenerallyacceptedaccountingprinciplesとしており，

固有名詞ではないことをはっきりとさせている。したがって小文字で連続する文言の

略称がGAAPとなることはありえない。

ARB第4号の第6章のタイトルはGENERALLY ACCEPTED ACCOUNTING

PRINCIPLESとなっており，この最初の文字だけを取上げればGAAPとなる。第4

号のタイトルの記述も誤解を導く一因であろう。

注14

AICPA.AccountingResearchBulletinNo.4の第138パラグラフでは次のよう

に示されている（AICPA,1970,paragraph138,p.54）。

Generallyaccepted accountingprinciplesthereforeisatechnicalterm in

financialaccounting.Generallyacceptedaccountingprinciples･･･（以下略）

1965年と1966年に関する限り『会計』および『企業会計』にARS第7号に関する

記述はない。この情報不足が5年後の混乱の背景となる。

注15

FASBは特に株式取引を主とする米証券市場の向上のために設立されたのであり，

その背景には連邦行政担当者と米公認会計士関連機関による努力と関連団体からの助

力があったことは念頭に置く必要がある。FASBが独立した組織体とは言っても

AICPA会員である公認会計士の業務の便宜向上が優先されていることは自然なこと

である。この事情を勘案すれば，わが国において理論体系的に整っていないとか，概

念定義の不備が目立つことを理由に存在意義にまで言及することは，不要であった。

注16

generalは日米辞書において次のように記載されている。

コンサイス英和辞典（三省堂，2007）①一般な，普通の，②全体の，全体にかか

わる；総括する，③漠然とした，（病気などの）全身性の

Merriam-Webster'sCollegiateDictionary

general1

1:involving,applicableto,oraffectingthewhole

2:involving,relating,orapplicabletomemberofaclass,kind,orgroup

3:notconfinedbyspecializationorcarefullimitation

4:belonging to the common nature ofa group oflike individuals:

GENERIC
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general2

1:somethingthatinvolvesorisapplicabletothewhole

2:SUPERIORGENERAL

3:thegeneralpublic

4a:generalofficer

4b:acommissionedofficerinthearmy,airforceormarinecorps

注17

新井はこの英語部分を「実質的に権威のある支持を受けている原則」と記述してい

る（新井同上，p.102）。また，武田は原著者の意図を無視して，個別・具体概念と

媒介概念を設定して次のように述べている（武田，1971，p.342）。武田の誤訳はコ

ンサイス英和辞典に代表される和製の英和辞典に頼り，authorityを権威とした思い

込みにある。これでは原著者の意図はまったく理解されない。

「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」という概念は，無限の広がり

をもつ概念であるから，これと個別・具体的概念とを関連づけるために，媒介概

念を必要とするものと考える。・・・（中略）・・・媒介概念として「有力な権

威ある支持を有するもの」という概念を挿入することによって何が有力な権威あ

る支持を有するものであるかどうかを論じることが可能となる。

典型的な誤訳例として，川口順一によるARS第7号第137パラグラフの注解38の次

の翻訳がある（川口，1973，ｐ64）」。

・・・証券取引委員会は，会計原則連続通牒第4号において，財務諸表が「実質

的な権威ある支持のない会計原則に基づいて作成されているときには，かかる財

務諸表は誤解を招き易く，不正確であると見なされるであろう・・・」ことを明

示している。・・・特別委員会は，一般に認められた会計原則を「実質的な権威

ある支持を有する」会計原則であると定義している。

この文章（原文英字部分）は，AICPAが会員の公認会計士に読ませて監査に支障

を来さぬように作成したのであるから，すぐに意味が通じる内容のはずである。しか

し，邦訳はまったく意味不明の文章になってしまっている。アメリカの風土の中で権

威に基づいて行動をするということはまったくありえない。authorityには次のよう

な「権威」でない意味がある。

Merriam-Webster'sCollegiateDictionary（同上書）はauthorityを次のように,記

述している。

1a�:acitationusedindefenseorsupport �:thesourcefrom whichthe

citation isdrawn b� :a conclusivestatementorsetofstatements

�:adecisiontakenasaprecedent �:TESTIMONY c:anindividualcited
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orappealedtoasanexpert 2a:powertoinfluenceorcommandthought,

opinion,orbehaviorb:freedom grantedbyoneinauthority:RIGHT 3a:

persons in command:GOVERNMENT b:governmental agency or

corporationtoadministratorarevenue-producingpublicenterprise 4a:

GROUNDS,WARRANT b:convincingforce.SYNseeINFLUENCE,POWER

いずれの意味であっても，アメリカ英語のauthorityに「権威」の意味はない。元

来，アメリカ建国は自由を求めて命がけで到来した人々が基礎になっている。旧社会

（旧ヨーロッパ社会）のような所与の社会条件は一切ないことがアメリカ社会であり，

権威を基礎とする考えも行動もありえない。
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資料

ホィート報告書（SEC）に記載されているgeneralまたはgenerallyを含む文は次のとおりである

（アンダーライン部，筆者注）。いずれも一般ではなく，最高や全般の意味である。（文脈の理解のた

めに短文は前後を加えて3行以上を示した。）

CHAPTERⅠ

Therequirementthattheissuer'sbusinesshasof"substantiallythesamegeneralcharacter

sincethebeginningofthelastfivefiscalyears"wouldbedeletedaswouldthe$50million

grosssalestest.（p.13）

Fornon-reportingcompanies,theprospectusistheonlyreliablesourceofinformation

generally availablefollowing aregistered publicoffering.Therefore,itsdissemination

shouldbeencouraged.Itshouldberetainedandenforced.（p.15）

With respecttoissuer-generatedpublicity,presentstandardsaresoundandgenerally

workable.Theydistinguishthenormalflowofcorporatenewsunrelatedtoanefforttosell

securitiesfromthetypeofpublicityaimedatsellingtheissuer'sstock.（p.16）

Itshould bespecified thatthegun-jumping doctrinegenerally appliesonly to the

participantsintheparticulardistribution.Assumingthatsecuritiesofareportingcompany

aretobeoffered,non-participantswhoaretrulyindependentoftheparticipantsshouldbe

undernorestriction.（p.17）

Thebestofthree,intheStudy'sview,wouldbetheextentpracticable,replacepresent

subjectiveones.ItisbelievedthattheCommissionhasauthoritytoadoptsuchrules,an

opinioninwhichtheCommission'sGeneralCounselconcurs.（p.19）

TheStudyreachedtheconclusionthatthegeneralframeworkofRule154isvalidas

appliedtothesecuritiesofreportingcompanies,atleastuntiltheCommissioncanassessthe

resultsofaninitialperiodofexperiencewithimproved'34Actreporting。（p.21）

TheStudycarefullyrevisedtheprincipal'34Actreportingforms.Itsrecommendationsfor

revisionoftheseformswillbefoundintheappendicestoChapterX.ThechartinAppendix

X-1mayprovehelpfulinreviewingtheStudy'sproposalswhichrestonthefollowing

generalprinciples:（p.37）

CHAPTERⅢ

Sincesuchplansaregenerallyofferedwhohaveaccesstoinformationconcerningthe

issuingcompanyinformationrequiredintheprospectusinlimitedsecuritiessubscriptionof

plan,theissuer'ssecuritiesandfinancialandrecentsignificantdevelopmentsconcerningthe

issuer'srecentsignificantdevelopmentsconcerningtheissuersbusiness.（p.72）

Arelatedmatterofspecialconcerntostatesecuritiesadministratorsisthefactthatinthe

traditionalunderwrittendistributionofsecurities,investorsgenerallyreceivenodisclosure

documentuntilcopiesofthefinalprospectusaremailedtothem withconfirmationofsale.

（p.81）

Aflow offundstatementgenerallyconsistsoftwosectionsreflecting,foragivenperiod,

sourceoffundsinonesectionandtheso-calledcashflow statementsusedbysome

竹 森 一 正

―76―



companies,particularlyengagedinrealestateinvestment.Suchcashflowstatementsshow

onlyfundsgeneratedfromoperations.（p.90）

Lawyers,underwritersand company officialsweregenerally opposed totheanalysts'

suggestion.Evenifprojectionswerenotrequiredbutonlypermitted,itwasobservedthat

problemsofcivilliabilitywouldbeinsurmountableunlessprojectionsinprospectuseswere

expresslygrantedimmunityfromSections11and12oftheAct.（p.95）

CHAPTERⅣ

Otherfirmssendsizeablequantitiestotheirbranchoffices.Itappearstobethegeneral

policyamongunderwritingconsultedbytheStudytorespond,iftheycan,totherequestof

acustomerforacopyofthepreliminaryprospectus.（p.113）

CHAPTERⅤ

A soundandgenerally workablestandardhasbeen developeddealingwith publicity

generatedbytheissuerofsecuritiesinregistration;questionswhichariseconcerningits

applicabilityinparticularsituationsshouldcontinuetobehandledadministratively.（p.125）

TheusefulnessofSecuritiesActReleaseNo.3844toillustrateavarietyof"gunjumping"

problemshasnotdiminishedwithtime.Itisgenerallysuggestedinthatreleasethat

projectionsofearnings,whicharenotpermittedinprospectuses,shouldnotbeincludedin

anypublicityduringtheregistrationperiod.（p.134）

CHAPTERⅥ

TheStudyconsideredthesequestionslongandseriously.Intheareasinvolved,itwas

apparentthatasubstantiallackofspecificitywasinherentintheworkingsofthestatutory

scheme－a degreeofgenerality mademandatory by thealmostinfinitevariety of

circumstancesencountered in thepracticalworld.Thosewith whom theStudy met

generallyconcurredinthisobservation.（p.156）

ThenewrulesproposedbytheStudyforthispurposearefoundinAppendixVI-1.Theyare

groupedtogetherinaproposednewArticle5oftheGeneralRulesandRegulationsunder

the'33Actandaredesignedbynumber－Rules161,162,163,164and180.（p.182）

CHAPTERⅡ none

CHAPTERⅦ none

CHAPTERⅧ none

CHAPTERⅨ none

CHAPTERⅩ none

CHAPTER� none
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